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２｜一元的相談窓口の取組事例   

  ここでは、実際に外国人受入環境整備交付金を活用して一元的相談窓口を設
置・運営している地方公共団体の特徴的な取組等を紹介します。なお、以下に
紹介する自治体情報、窓口の概要等は全て本書作成時点（令和 7 年度）のもの
ですので、御留意願います。 

（１）⾧野県  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

1,969,278 人 44,439 人 2.26％ 

①中国 

②ベトナム 

③フィリピン 

①永住者 

②特定技能 

③技能実習 

※「人口」、「うち外国人」は、令和７年１月１日時点総務省「住民基本台帳に基づく人

口、人口動態及び世帯数」による。個別の注記がない限り、以下同じ。 

※「外国人割合」は、小数点以下第３位を四捨五入している。以下同じ。 

※「国籍ＴＯＰ３」、「在留資格ＴＯＰ３」は、令和７年６月末時点出入国在留管理庁「在

留外国人統計」による。個別の注記がない限り、以下同じ。 

窓口の概要 

■運営形態 委託（公益財団法人 ⾧野県国際化協会） 

■対応言語 ７言語（日本語・英語・中国語・ベトナム語・フィリピノ語・タイ

語・ポルトガル語） 

※電話通訳で１５言語以上に対応。 

■相談対応日程表 

 
 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― 
第 1、3 を除く 第 1、3 のみ 
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特徴的な取組①（出張相談会） 

■背景・経緯 

・ 県の面積が広く、７７の市町村があり、その全ての市町村に外国人が暮らし

ている。 

・ 県では、外国人がどこに暮らしても困ったときに相談でき、安心して生活で

きる環境づくりを進めるため、一元的相談窓口である⾧野県多文化共生相談セ

ンターを設置し、相談対応や情報提供等を行っている。 

・ この中で、⾧野県多文化共生相談センターに来所して相談したい外国人が遠

方に暮らしている場合、移動に係る負担が大きいことが課題だった。 

・ そこで、「外国人が身近な場所で相談できる機会の提供」と「市町村・関係

機関との連携強化」を目的に、出張相談会を実施している。 

■事業概要 

・ 市町村に対して出張相談会に係る開催希望の調査を行い、その結果を基に、

年間５か所程度の地域で実施している。 

・ 出張相談会を⾧野県多文化共生相談センターによる単独実施とするのではな

く、市町村や関係機関と連携して実施している。単独実施としない理由は、外

国人の利便性を高めることに加え、市町村・関係機関との連携を強化し、全県

における体制づくりを進めることを目的としている

ため。 

・ 市町村・関係機関と連携した実施とするため、開

催調整に当たっては、センター⾧が直接訪問等を行

い、実施目的や実施、広報の方法について説明を行

っている。 
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■課題・評判 

・ 外国人への広報が課題。広報を届けるため、⾧野県多文化共生相談センター

のウェブサイトをはじめ、開催市町村や国際交流団体等にも周知協力をいただ

き展開したが、まだまだ届かないことが多いと感じている。 

・ 出張相談会に同行を依頼する専門機関については、毎年検討をしている。近

年では、日ごろから連携をしている社会福祉協議会の「生活就労センター（ま

いさぽ）」にも参加をしていただき、食糧支援を実施したり、自立支援に関わ

るような複雑な相談はその場でつなぐことができている。今後も、外国人にと

って利便性の良い相談会を目指していきたい。 

・ 出張相談会に来た相談者からは、「これまで役所は馴染みがないところだっ

たが、相談会をきっかけに行くことができた。」との声をいただいた。また、

参加した自治体からは、「相談会をきっかけに外国人住民と接点ができた。」

「相談内容を的確に把握することができ、担当課で対応することができた。」

といった声をいただいている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

出張相談について 

出張相談の取組は、都道府県に限らず、福島県福島市や、埼玉県川口市、兵庫県

姫路市など多くの自治体で実施されています。 

面積が広い自治体や、外国人集住地域を抱える自治体には特に参考になる取組と

思われます。 

出張相談の実施場所については、⾧野県のように開催希望調査をして、希望があ

った地域で行う方法のほか、主要駅や外国人向けのイベント、日本語教室等、外国

人が集まる場所・機会を捉えて行う方法もあります。 

出張相談に伴う広報費、相談員の旅費等についても外国人受入環境整備交付金の

対象経費となりますので、詳細については外国人受入環境整備交付金担当までお問

合せください。 
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特徴的な取組②（外国人相談対応研修会） 

■背景・経緯 

・ 県内の在留外国人は年々増加しており、定住化や国籍等の多様化、外国人を

取り巻く制度変更をはじめとした環境変化等の複合的な要因により、外国人か

らの相談内容は複雑になっている。 

・ 近年の相談対応においては、相談内容に関する知識や相談に対応する技術等

の習得が必要であるばかりでなく、相談に連携して対応する関係機関との、役

割分担や連携方法についての相互理解が求められている。 

・ このことから、外国人からの相談に対応する職員が円滑な相談対応を行うた

め、「必要な知識・技術の習得」及び「連携体制の構築」を目的とした研修会

を実施している。 

■事業概要 

全６回の研修会を実施。 

・ 対象:⾧野県多文化共生相談センター相談員、市町村の相談員、関係機関等

で外国人相談対応を担う者 

・ 実施方法:オンライン・対面 

・ 研修内容:事例検討、在留資格の基礎知識、労働問題 等（Ｒ６） 

・ 研修講師の選定方法:  

外国人相談対応に精通したアドバイザーが中心となり、相談対応実績を参

考に、必要な研修内容を選定している。研修講師については、研修内容に

応じて依頼している。 

・ 実施に当たっての工夫: 

研修会を知識・技術を習得するのみの場とするのではなく、「関係機関等
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との連携体制の構築」につながる内容としている。例えば、講師の選定

は、今後連携につながるような機関に依頼をするなどしている。 

■評判 

参加者からは、 

・「相談員としてどうしたらよいか漠然とした思いがあったが、解決した。（市

町村相談員）」 

・「研修会をとおして関係機関の方と話すことができてよかった。（市町村相談

員）」 

・「関係機関の取組について理解が深まり、対応時のつなぎ先が明確になった。

（県相談員）」 

 等の感想が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県の役割について 

外国人受入環境整備交付金は、都道府県及び市町村に交付されるため、それ

ぞれにおいて一元的相談窓口が設置されることが想定されます。 

そのような中で、⾧野県の一元的相談窓口のように、県下の自治体に対して

指導的役割を果たすとともに、県と市町村が連携して取組を進めることで、県

全体の多文化共生の取組を推進することも可能であり、⾧野県の取組は、都道

府県の役割を示すものとして好事例であると思われます。 
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（２）千葉県船橋市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

649,393人 23,731 人 3.65% 

①中国 

②ベトナム 

③ネパール 

①永住者 

②技術・人文知識・国際業務 

③家族滞在 

窓口の概要 

■運営形態 委託（株式会社インジェスター） 

      窓口、電話、メールで対応 

■対応言語 １２言語（日本語・英語・中国語・韓国語・ベトナム語・ネパール

語・インドネシア語・フィリピノ語・タイ語・ポルトガル語・スペ

イン語・ヒンディー語） 

 ※テレビ電話通訳及び電話通訳でも対応。 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― 

 

取り組み 

■窓口のコンセプト 

・ 外国人受入環境整備交付金の利用に当たり、窓口・電話・メールの３つの手

法により１２言語で相談できる仕組みを新たに整備・構築し、効率的に運用す

るためには、テレビ電話通訳システムや３者間コールセンター、多言語ホーム
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ページなどのノウハウと実績を有する民間事業者に委託することが適当と判断

した。 

・ 交付金の創設に伴い、複数の民間事業者より、優れた多言語対応商品の説明

を聞く機会が増えたことから知識を習得し、船橋市が目指す外国人総合相談窓

口を具現化するためのオリジナルな仕様書を作成して、一般競争入札により委

託事業者を決定した。 

・ 接遇向上のため、業務委託の仕様書には相談員の業務に必要な研修だけでな

く、個人情報やコンプライアンス関係の研修のほか、相談員に求められる要件

や相談者に寄り添った対応を行うための研修の実施も明記した。 

■民間委託のメリット・デメリット 

メリット デメリット 

◆ 窓口、電話、メールの３通りで１２

言語の対応を行うためには、市の雇用

では人材確保が難しく、３者通話など

の仕組みづくりや市が独自に人材確保

を行うより、民間事業者が運営する通

訳センターの利用が効率的である。 

◆ 専用のホームページを１２言語で運

用しているが、災害など緊急時の情報

提供やタイムリーな情報更新には民間

事業者に利点があり、デザインなど見

やすさの点でも優れている。 

◆ 一般競争入札で委託事業者を決定す

るため、契約更新の際に業者が変わる

ことがある。 

◆ 業務委託の場合、直接相談員に指

導・助言ができないため、情報の伝達

や共有に工夫が必要である（後述する

取組を参照）。 
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■実施のための工夫 

〇従事者用マニュアルの作成                                                             

当初の契約から委託業者には相談窓口の従事者用マニュアルの作成及び随時最新情報

に更新することを求めている。仕様書には委託業者が代わった場合の引継ぎを確実に

行うことも定めており、マニュアルを熟読することにより、従事者が代わっても一定

のレベルを維持し、継続的で安定した円滑な相談業務を可能としている。  

 
〇日報等によるこまめな報告及び指導  

委託業者には仕様書で日報や随時報告を求めている。日報では前日に受けた相談内容

及び対応状況を全件報告してもらっており、その内容を担当職員がチェックするだけ

でなく、国際交流課全員に回覧している。この結果、改善すべき点があれば従事者用

マニュアルに反映させるほか、委託業者に改善を指導している。職員の負担もある

が、相談傾向や相談状況をタイムリーに肌で感じることができる。  

                                                            
○メーリングリストの活用 

相談窓口従事者、委託業者の社員、国際交流課職員など相談窓口関係者を対象とした

メーリングリストを構築しており、行政からの支援制度など日々内容が変わる情報の

共有を図り、情報量に差が出ないようにしている。 

■成果・評判 

・ 本市の場合、民間事業者に委託する場合には一般競争入札となるため、更新時に業

者が変わるリスクが高い。このため、業者が変わった場合の引継ぎがうまくいくかど

うかが問題であるが、仕様書への定義や従事者用マニュアルの作成など工夫すること

により、スムーズに引継ぎができている。  

・ 船橋市の外国人住民は増加しており、そのニーズは多様化・複雑化している。これ

に対応するためには民間活力導入のメリットを生かす必要がある。現行の委託方式は

相談者の評価もよく、リピーターも増えている。母国語で相談できることの満足度は

高い。 
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■実施対象:過去に外国人受入環境整備交付金の交付決定を行った地方公共団体  
（計２３８団体） 

■回答件数:１２４団体（回収率５２％） 

 令和４年 8 月から９月にかけて一元的相談窓口を設置している地方公共団体を対象に、オンライン
相談の対応状況等についてアンケートを実施しました。 
結果の一部について以下のとおりご紹介します。 

 

アンケートに御協力いただいた皆様、誠にありがとうございました。 

導入している。
又は導入が

確定している。
４９団体

（４０％）

導入して
いない。
７５団体

（６０％）

○自治体におけるオンライン相談導入状況

導入している。 
又は導入が 

確定している。 
３４団体 

（６９％） 

導入して 
いない。 
１５団体 

（３１％） 

○一元的相談窓口におけるオンライン相談導入状況 

一元的相談窓口のオンライン対応に係るアンケート結果について 

 

 

※本アンケートは令和４年に実施したものであるところ、地方自治体の皆様に一元的相談窓口への

オンライン相談導入の御参考としていただくため、引き続き掲載しています。 

☞（参考）第３章２（８）浜松市（P.６０）にて、浜松市における特徴的な取組としてオンライン

相談の実施を紹介しています。 

■自治体におけるオンライン相談の導入状況＆一元的相談窓口における導入状況 

（オンラインを導入していない地方公共団体に対し） 

■導入しない理由 

☞（Focus!）「ニーズが不明」という点に関して、参考となる意見の御紹介 
 ・「電話番号」を持っていない外国人も相談しやすくなる。 

例えば、携帯電話会社未契約の技能実習生は多い。 
 ・画面共有することにより、資料共有ができる。 
 ・通話料を気にする必要がない。 

☞（Focus!） 
・一元的相談窓口への導入を検討さ

れるようでしたら、外国人受入環
境整備交付金の整備事業や運営事
業として認められる場合がありま
すので、是非、本交付金担当まで
お問合せください。 
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（３）埼玉県ふじみ野市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

114,559人 3,669 人 3.20% 

①中国 

②ベトナム 

③フィリピン 

①永住者 

②家族滞在 

③留学 

 

窓口の概要 

■運営形態 委託（ＮＰＯ法人ふじみの国際交流センター（ＦＩＣＥＣ）） 

■対応言語 １４言語（日本語・英語・中国語・韓国語・ベトナム語・ネパール

語・インドネシア語・フィリピノ語・ポルトガル語・スペイン語・

フランス語・ウルドゥー語・ミャンマー語・マレーシア語） 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ － － 

 

取り組み 

■背景・経緯 

・ ＦＩＣＥＣは約２５年前からふじみ野市内で外国人相談を実施し、平成１７

年の市町合併以前からふじみ野市の「外国籍市民生活相談業務」を受託してい

る。 
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・ このような生活相談事業はＦＩＣＥＣが実施する数々の事業の一つであり、

ＦＩＣＥＣはこのほか、日本語教育、こどもの学習、７か国語の多言語情報誌

の発行、国際交流等を実施している。 

・ 外国人が抱える日常生活等に係る諸問題について相談に応じ、適切な指導と

助言を行って外国人が暮らしやすい生活環境を作り、生活状態の向上につなが

るよう支援している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■近隣市町との連携 

・ ＦＩＣＥＣは、ふじみ野市のほか近隣２市町からも別途、同事業を受託して

いる。さらに、２市１町とＦＩＣＥＣで「国際化推進会議」を年１回開催し、

外国人市民の現状や行政の外国人向け施策等の情報を共有し、当面の課題や支

援の方向について話し合いを行っている。 

 

 

▼相談の流れ 
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■研修 

・FICEC は外国人支援の NPO 法人として、⾧年にわたる相談業務の知見をふま

えて相談を受けるだけではなく、「入管法等」の改正への対応を含めて、最新の

情報を共有するための研修を積極的に行っています。 

 

■FICEC が掲げる相談員の心構え等 

相談員と相談者の信頼関係を作ることとする 

○ 話を聞く:相手の話に耳を傾け、正確に理解し共感する 

○ 誠実に対応する:不確かな情報を伝えるなどは厳に慎む 

○ 気持ちを平静に保つ:相談者の困難な状況に同情するのではなく気持ちの平

静を保つ 

 

■FICEC の相談員としての約束事 

○ 外国人の相談者の状況を踏まえて相談に対応します 

○ 時間をかけてじっくり相談者の話をお聞きします 

○ 二人で相談を受け、多面的な視点で問題の解決策を考えます 

○ お金を貸したり、保証人になることはしません 

○ 問題解決のために法律専門家や医療関係、福祉窓口とのネットワークを構築

します 

○ 外国人支援の NPO 法人や団体との情報交換を行い適切な相談対応に努力しま 

  す 
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（４）仙台市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

1,062,511 人 19,312人 1.81％ 

①中国 

②ネパール 

③ベトナム 

①留学 

②永住者 

③技術・人文知識・国際業務 

※令和８年２月１日時点「仙台市住民基本台帳人口」に基づく 

窓口の概要 

■運営形態 委託（公益財団法人 仙台観光国際協会） 

■対応言語 ６言語（日本語・英語・中国語・韓国語・ベトナム語・ネパール語）  

      ※上記のほか、電話通訳や映像通訳を利用し、最大２４言語に対応

（言語数は変わる可能性あり）。 

※翻訳機で８５言語に対応。 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

特徴的な取組（専門家相談） 

■背景・経緯 

・ 仙台多文化共生センターは、1991 年 9 月に、仙台市の国際交流拠点である

仙台国際センター内の「交流コーナー」としてスタートした。2019 年 4 月、

改正出入国管理及び難民認定法の施行により、政令指定都市や都道府県など
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に、外国人からの生活相談に応じ、適切な情報提供や関係機関への取次ぎを行

う一元的な窓口を設置するとされたことから、同 6 月、「交流コーナー」の窓

口機能を拡充し新たに「仙台多文化共生センター」として開設した。 

 外国人市民から寄せられる相談は年々、複雑化・多様化しており、これらの

相談内容に対応するため、各専門機関との連携による「専門相談会」が開催さ

れることになった。

■連携先

下記専門機関と連携し、各種の専門相談会を月に４～６回程度実施している。 

仙台出入国在留管理局／仙台弁護士会／東北税理士会／宮城県行政書士会／ 

宮城労働局／仙台市企業支援センター アシ☆スタ 

■留意点・工夫

・ 留意していることは、予約受付時の相談者からの詳細な聞き取りである。相

談者がどのような背景で何に困っているのかを聞き出し、それを専門機関に正

確に知らせるためである。

・相談者には相談会時の使用言語を確認し、複雑な問題だからこそ、その方の母

語で相談できるよう、通訳者の手配を行っている。
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・ 工夫していることは、広報のあり方である。ＨＰやメールマガジン、多文化

共生センター内にポスターの掲示等を行っているが、実際に相談を必要として

いる外国人にこの情報が周知されるよう、今後も検討していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用者が多い相談会 

・ 一番利用者が多いのは「仙台出入国在留管理局による専門相談会」である。

利用者の多い理由は、日本で暮らす外国人にとって「在留資格」に関する問題

は、日本に滞在できるか否かの最重要事項だからだと考えられる（地方出入国

在留管理局主催の研修については、コラム「出入国在留管理庁、地方出入国在

留管理局主催の研修会について」（Ｐ．６６）を御参照ください）。 

■専門家相談会の開催を検討している自治体へアドバイス 

・ 地域の特性（在留資格別の人口や、年代別の人口など）によっても、寄せら

れる相談の内容（種類）が違うことが考えられる。 

・ そのため、地域の特性に応じた相談内容を想定し、そのための専門機関と連  

携した「専門相談会」の開催を計画されることをお勧めする。 
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他機関との連携について 

一元的相談窓口では生活全般に渡る広範な相談に対応することとなるため、他

機関との連携は重要です。既存の一元的相談窓口の主な連携先は次のとおりで

す。 

地方出入国在留管理局／法テラス／行政書士会／弁護士会／ハローワーク  

／労働基準監督署／各種ＮＰＯ／国際交流協会／日本語教室 等々 

 実質的な連携関係を構築するにはどうすれば良いのでしょうか。 

まず、今後の連携について互いに確認し合った上で連絡先の交換をすることが

必要です。その後、継続的な情報共有のほか、勉強会や意見交換の場を設ける等

して、課題となっていることへの認識を深める、各機関の職員の相互派遣を実施

する等が考えられます。また、法テラスとの連携については、コラム「日本司法

支援センター（法テラス）等との連携について」（Ｐ．７８）も御参照くださ

い。 

◆◆◆連携の一例◆◆◆ 

一元的相談窓口が市社会福祉協議会のコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳ

Ｗ）と協働で相談対応を行っている例があります。 

 市地域福祉計画で外国人への支援の重要性が認識されているところ、大阪府豊

中市では、主に生活困窮や高齢・障害その他の複合的な相談等については、協働

して相談対応にあたるほか、外国人向け相談会の合同開催や調査研究を実施する

などしてＣＳＷと連携しています。 

 ＣＳＷは、住民と協働しながら地域のニーズを把握し、必要に応じて関係機関

や広域のネットワーク会議等につなぐ役割を有しているところ、一元的相談窓口

とＣＳＷが連携することによって、相談者等の日常的な見守りや互いの専門性を

活かした伴走型の支援が可能になっています。 
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（５）北九州市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

913,577 人 17,328人 1.90% 

①韓国・朝鮮 

②ベトナム 

③中国 

①特別永住者 

②留学 

③技能実習 

 

窓口の概要 

■運営形態 補助金交付（公益財団法人 北九州国際交流協会） 

■対応言語 ４言語（日本語・英語・中国語・ベトナム語） 

 ※対面の他、タブレット端末や電話通訳を利用し計２３言語に対応（言語数は

変わる可能性あり） 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ － － 

 

特徴的な取組①（多文化ソーシャルワーカー） 

■背景・経緯 

・ 平成２０年度に北九州国際交流協会に外国人相談窓口を開設、平成２１年度

に行政通訳の派遣を開始したが、相談窓口における多言語対応や通訳派遣だけ

では解決しない相談も多くあった。また、外国人相談者側の言葉や習慣の問題

以外にも、外国人市民に関する制度や文化が行政職員側に十分に知られている
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わけではないことから、双方にアプローチしながら問題を解決することを目指

して、令和元年度に多文化ソーシャルワーカーを配置した。 

■事業概要 

・ 相談員では対応できない深刻な相談や、窓口対応だけでは解決できない複雑

な相談に対して、外国人支援の知識・経験を有するソーシャルワーカー（社会

福祉士）がケース会議への参加やアウトリーチを行うなど、各専門機関と連携

しながら継続的な支援を行っている。 

・  相談窓口の相談員だけでなく、区役所、学校、児童相談所などから、ソーシ

ャルワーカーへの依頼につながるケースも多い。相談窓口にまで届いてこない

問題の方が深刻な場合もあるため、ソーシャルワーカーの役割として、関係機

関との協力による問題の早期発見・予防にも努めている。 

・ 相談員に対する研修やスーパービジョンを随時行い、スキルアップを図って

いるほか、「外国人支援関係機関連絡会議」の開催や、関係機関へ講師として

出向くなど、市全体での外国人支援の質の向上を目指した取組をソーシャルワ

ーカーが中心となり実施している。 

■評判 

・ ソーシャルワーカーの配置前にはなかったような相談が増え、また、手遅れ

になる前の早めの対応もできるようになった。相談窓口を利用した外国人家族

からは「ソーシャルワーカーがいなければ帰国するしかなかった。つらいとき

も支えてくれてありがとう」、外国人女性からは「配置される前は市外のＮＰ

Ｏを頼っていた。北九州は本当に暮らしやすい」といった声が聞かれた。 
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特徴的な取組②（相談通訳コーディネーター） 

■背景・経緯 

・ 相談内容によっては、相談者・公的機関（区役所や学校等）・医療機関や多

文化ソーシャルワーカーの依頼に基づき相談者への言語サポート目的で通訳の

手配を行うことがある。この通訳を調整する相談通訳コーディネーターは、相

談対応も行い、かつ多文化ソーシャルワーカー業務との関連性が大きいため、

事務職ではなく専門職として配置した。 

■事業概要 

・ 相談通訳コーディネーターは、依頼内容に応じた通訳者の人選、通訳実施ス

ケジュールの調整、及び依頼元との関係づくりを行う。 

・ 必要に応じて通訳者に同行し、ことばの橋渡しだけでは十分な支援効果が得

られないと判断した場合には、多文化ソーシャルワーカーに対応を依頼するこ

とがある。依頼をするかどうか、また、そのタイミングについて判断力が必要

となる。 

・ 英語での相談対応ができ、コーディネーション力が極めて高いことを要件と

して、経験年数や資格よりも、外国人相談の本質への理解と丁寧な資質・能力

を重視した人選を行っている。 

■評判 

・ 相談員・多文化ソーシャルワーカーと連携して、タイムリーできめ細かな対

応が可能となっている。  
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特徴的な取組③（臨床心理士によるメンタルヘルス相談） 

■背景・経緯 

・ 外国人相談窓口を開設する以前に、月に一度の専門家による相談会を開始し

た。現在も行政書士による「入国・在留・ビザ手続相談」、弁護士による「法

律相談」はそれぞれ月に一度行っているが、心理カウンセリングは、要望があ

るごとに日時の調整を行い実施する形式に変更した。 

■事業概要 

・ なるべく話しやすい環境にするために、通訳者を介さずにカウンセリングを

行えるよう、英語のできる臨床心理士 1 名、中国語のできる臨床心理士 1 名に

協力してもらい実施している。 

・ 相談者から「臨床心理士に相談したい」という依頼があった場合や、多文化

ソーシャルワーカーが必要と判断した場合に、予約制で実施している。 

■評判 

・ 件数としては多くはないものの、相談窓口に寄せられる相談の中にはメンタ

ルヘルスに絡むものがあり、相談窓口だけでは対応が困難であるため、いざと

いう時にスムーズに専門家につなげることができ助かっている。 

・ 「クリニックを受診し

たことがあるが日本語で

気持ちを伝えるのが難し

かった。英語でカウンセ

リングをしてくれる所を

ずっと探していた」など

と喜ばれている。 
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地域における共生施策の推進に係る地方財政措置 

外国人受入環境整備交付金による支援以外にも、地域における多文化共生施策

の推進に係る次のような特別交付税措置があります。 

・ 行政情報・生活情報の多言語化の推進（市町村分） 

・ 地域に出向いて行う生活オリエンテーション等の実施（市町村分） 

・ 災害時における外国人への情報伝達や外国人向け防災対策 

（都道府県分・市町村分） 

加えて、令和８年度からは、在留外国人への対応に必要な環境整備に係る取組

として、 

・地域社会のルール等の習熟のための取組、ルール等を学ぶ上で必要な日本

語の指導（都道府県分・市町村分） 

・ワンストップ相談窓口から行政窓口等への同行支援 

（都道府県分・市町村分） 

・行政・地域社会と在留外国人をつなぐ「ブリッジ人材」の発掘・活用 

（都道府県分・市町村分） 

が対象に追加されます。 

また、在留外国人が増加し、国籍等も多様化する一方、このような取組を担う

人材不足の声も聞かれているところ、JET プログラムにおける国際交流員

（JET-CIR）の積極的な活用を推進するため、活用事例の周知や研修の強化が図

られる予定です。 

● 総務省の取組について（JET-CIR の活用等） 

（総務省 自治行政局 国際室） 

https://www.soumu.go.jp/main_content/001052640.pdf 
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（６）群馬県太田市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

222,185 人 16,867人 7.5% 

①ブラジル 

②ベトナム 

③フィリピン 

①永住者 

②定住者 

③技能実習 

 

窓口の概要 

■運営形態 委託（太田市国際交流協会） 

■対応言語 ６言語（日本語・英語・中国語・ポルトガル語・スペイン語・ベト

ナム語） 

      ※３者間映像通訳で１８言語、翻訳機で７４言語に対応。 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ － － 

 

特徴的な取組（一元的相談窓口内にハローワークの出張相談コーナーを設置） 

■背景・経緯 

・ 太田市役所内に、平成２１年から太田市外国人市民相談窓口の隣にハローワ

ークおおたの職員による外国人のための出張サービスコーナーを週３日設けて

いた。当時はリーマンショック等の影響を受けて就労相談が増加しニーズもあ

ったが、雇用に係る社会情勢の変化等から徐々に相談数が減少し、平成２４年

３月に相談業務を中止した経緯がある。 
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  平成３１年の一元的相談窓口の開設に伴い、相談体制の充実や外国人市民の

利便性の向上を図るためにハローワークおおたと協議を重ね、一元的相談窓口

の相談スペースの一部を「ハローワークおおた外国人出張行政相談コーナー」

としてリニューアルし、就労相談業務を再開することとなった。 

■事業概要 

・ 毎週火曜日の午後、ハローワークから専門の相談員が来所、相談に応じてい

る。 

・ 一元的相談窓口とハローワークで、窓口案内の掲示をする等して相互に周知

に努めている。 

・ 開設時に新たに取り決めた事項としては、「ハローワークおおた外国人出張

行政相談コーナー」で受けた相談者数、国籍、住居地、相談内容等について報

告を依頼した点で、これにより、相談員同士でも互いの相談について問題点等

の共有が可能となる体制ができたと考えている。 

・ 一元的相談窓口のある市役所庁舎からハローワークまでは徒歩１０分程度の

位置にあるが、この出張相談コーナーの場合には比較的ゆったりと話もでき、

他の生活相談等につなげることも可能である。逆に生活相談から就労相談へつ

なげることもできるため、相談ブースを固定で区切らず、相談員や通訳が動い

て対応ができるようにカウンターを設置している。 

■評判 

・ 就労相談も対応できるようになり利便性が向上した。 

・ 一元的相談窓口の熟練した通訳がハローワークと連携した出張相談コーナー

においても活躍できることで総合的な相談窓口として解決が可能である。  

・ 部署をまたいでの手続がスムーズに行い得る。 
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（７）広島市、府中町、海田町、熊野町及び坂町  

自治体情報 

自治体名 人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

広島市 1,173,543 人 23,070 人 1.96% 

①中国 

②ベトナム 

③韓国 

①永住者 

②技能実習 

③特別永住者 

安芸郡

府中町 
52,074 人 688 人 1.32% 

①韓国 

②ベトナム 

③中国 

①特別永住者 

②永住者 

③技能実習 

安芸郡

海田町 
30,810 人 937 人 3.04% 

①ブラジル 

②ペルー 

③フィリピン 

①永住者 

②技能実習 

③定住者 

安芸郡

熊野町 
23,475 人 282 人 1.20% 

①ベトナム 

②フィリピン 

③ブラジル 

①技能実習 

②永住者 

③特別永住者 

安芸郡

坂町 
12,498 人 232 人 1.86% 

①ベトナム 

②フィリピン 

③インドネシア 

①技能実習 

②特定技能 

③永住者 

計 1,292,400 人 25,209 人 1.95% 

①中国 

②ベトナム 

③韓国 

①永住者 

②技能実習 

③特別永住者 

 

窓口の概要 

■運営形態 委託（公益財団法人 広島平和文化センター） 

      共同方式で「広島市・安芸郡外国人相談窓口」を設置。 

      委託契約は広島市と委託先との間で締結している。 

■対応言語 ７言語（日本語・英語・中国語・ベトナム語・フィリピノ語・ポル

トガル語・スペイン語）  
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      ※フィリピノ語は、金曜日（週１回）、第１と第３水曜日のみ配

置。 

      ※通訳ボランティア、翻訳アプリで３０言語に対応。 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ― ― 

 

共同方式での設置・運営について 

■共同方式とした理由 

・ 広島市では、平成２０年度のリーマンショックを契機として雇用情勢が急激

に悪化し、外国人住民についても解雇など生活不安が増したことを背景に、平

成２１年度に「広島県緊急雇用対策基金事業」を活用してポルトガル語、スペ

イン語、中国語の相談員を配置した「外国人総合相談窓口」を開設した。開設

当初から、広島市安芸区及び周辺の安芸郡４町（府中町、海田町、熊野町、坂

町）に住む日系ブラジル人やペルー人等からの相談が多くあったことから、同

年７月に安芸区役所で、ポルトガル語及びスペイン語に対応する出張相談を開

始した。 

・ 令和元年度に外国人受入環境整備交付金を活用して一元的相談窓口としての

外国人総合相談窓口を拡充した（単独方式）。 

・ こうした中、令和２年４月以降に広島市の上記相談窓口で、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で周辺の自治体に住む日系ブラジル人やペルー人から、

失業・生活困窮等の深刻な内容の相談が増加した一方で、広島市と周辺の自治

体との間で外国人住民の生活困窮等の状況を情報共有する体制がなく、周辺の

自治体がこのような現状を十分に把握できないことが課題となった。 
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  これらのことを踏まえ、生活圏を共有する外国人住民の相談支援を効果的に

行うため、広島広域都市圏における新たな連携事業として、一元的相談窓口の

共同方式での設置について広島市から４町に提案して４町が同意し、令和３年

度から開始した。 

■共同方式で設置するまでの経緯 

 広島市が中心となって令和２年度中に１市４町で３回の協議を行い、令和３年

４月１日付けで共同設置に係る覚書を締結するに至った。 

各協議における開催日、議事・説明事項等は以下のとおり。 

 

 

開催日 議事・説明事項等 

第１回 

令和２年７月９日 

① 共同方式を広島市から４町に提案することになった経緯 

② 外国人相談窓口の利用状況、１市４町の外国人住民の人数（各

市町に占める割合・国籍別・在留資格別） 

③ 共同方式での設置に関する協議の今後の進め方（決定すべき事

項やスケジュール等）についての協議 

第２回 

令和２年１０月２日 

① 共同方式での設置の趣旨・相談窓口の名称案・開始時期・相談

体制・経費負担を含む実施案 

② 共同方式での設置に係る１市４町及び国における予算要求や外

国人受入環境整備交付金の申請等を含むスケジュール 

第３回 

令和３年１月２９日 

① 広島市の外国人総合相談窓口の相談員の紹介 

② 確認事項等（共同方式の相談窓口の名称・共同方式採用の  

経緯・事業効果・４町のメリット・覚書）について説明し、  

１市４町の意思を確認 

③ 今後のスケジュールのうち、過去の協議からの変更点 

④ １市４町のホームページやＳＮＳ、広報紙、チラシの配布など

による一元的相談窓口の広報体制についての協議 
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■費用分担等について 

・ 負担金については、１市４町の外国人住民数の合計に対する各市町の構成比

を、相談窓口業務の委託契約金のうち共同運営に関する経費に乗じた額として

いる。 

・ 各々の役割について、広島広域都市圏発展ビジョンを踏まえ、広島市は一元

的相談窓口の運営及び住民へのＰＲを行い、４町は一元的相談窓口の運営への

協力及び住民へのＰＲを行うこととしている。 

■工夫していること 

・ ４町に隣接する安芸区役所で月２回、ポルトガル語（第２水曜日）・スペイ

ン語（第３木曜日）の相談員による出張相談を実施している。 

・ 円滑な相談対応につなげるため、１市４町の各担当窓口の連絡先リストを作

成し相談員間で共有している。 

・ ４町の担当部署には、各町の職員に対して一元的相談窓口の広報を徹底する

よう依頼している。 

・ １市４町の担当者が年   

に２～３回程度集まって、

情報交換を行うようにして

いる。 

・ 毎月、相談状況（個人  

情報を削除したもの）を１

市４町で情報共有してい

る。 

 

 

 

▲広島市・安芸郡外国人相談窓口の様子 
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■共同方式のメリット・デメリット 

メリット デメリット 

◆ 各自治体が多言語対応できる相談

員を確保することは財政的に負担が

大きいが、共同方式により財政的な

負担を軽減した上で、多言語化に対

応した相談サービスを外国人住民に

提供することができる。 

◆ 広島市においては、共同方式につ

いて、従来の一元的相談窓口の人員

体制等を大きく変更することなく対

応可能で、また、対象となる外国人

住民数が増えることから事例の蓄積

と相談員の経験値の向上が見込め

る。 

◆ １市４町で、組織として相談状況

を把握・情報共有することができ、

相談への組織的な対応が可能とな

る。 

 

◆ １市４町で異なる行政手続があ

る場合、相談員が１市４町の情報

を把握しておく必要があり、相談

員の事務負担が増加した。 

 

◆ 相談に応じた後、その場で各市

町の関係部署に同行通訳するとい

った機動的な対応ができない。 

 

◆ 共同方式の場合、市単独で一元

的相談窓口を設置した場合よりも

市が受領できる国の交付金が減

る。 
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■共同方式の採用を検討している自治体へのアドバイス 

・ 共同して設置する自治体間での役割分担や費用負担などについてしっかりと

協議を重ねて合意を得るとともに、設置後は円滑な相談対応につなげるために

各自治体の窓口の連絡先リストを共有することや、相談状況などの情報交換を

行うことが必要であると考える。 

・ 相談窓口を共同で設置することにより、単独設置では実施が難しいサービス

の提供ができるようになる、あるいは、今まで実現できなかったサービスの充

実、拡充が比較的少ない経費負担で可能になる等の具体的なメリットを挙げて

検討を進めると実現しやすいのではないか。 

 

  ▼周知用チラシ 
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（８）浜松市  

自治体情報 

人口 うち外国人 外国人割合 国籍ＴＯＰ３ 在留資格ＴＯＰ３ 

783,924 人 30,173 人 3.85% 

①ブラジル 

②ベトナム 

③フィリピン 

①永住者 

②定住者 

③技能実習 

窓口の概要 

■運営形態 委託（公益財団法人浜松国際交流協会（通称:HICE）） 

      窓口、電話、メール、オンラインで対応 

■対応言語 対面８言語（日本語・ポルトガル語・英語・中国語・スペイン語・

ベトナム語・フィリピノ語・インドネシア語） 

テレビ電話通訳１７言語（ポルトガル語・英語・中国語・インドネ

シア語・スペイン語・ベトナム語・フィリピノ語・韓国語・タイ

語・ネパール語・ロシア語・フランス語・ヒンディー語・クメール

語・ミャンマー語・マレーシア語・ウクライナ語） 

■相談対応日程表 

 月 火 水 木 金 土 日 

開設日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― 

・ 一般相談は随時受け付けています。また専門家相談（行政書士、弁護士、入

管職員等）は予約制とし、通訳人を手配することで相談者が母語で相談できる

よう配慮しており、Zoom や facetime といったツールを相談者に合わせて使

い分けています。 
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特徴的な取り組み（オンライン対面相談） 

■背景 

・ ワンストップ相談窓口を開設する以前から、外国人からの相談に応じていま

したが、その中で、携帯電話機は持っているものの電話番号を持っていない外

国人がいることも把握しており、そういった人からの相談にも応じる必要があ

ると考えていました。そこで、ワンストップ相談窓口の開設と同時にベトナム

語とフィリピノ語については、一般相談に加えオンラインでも対応することと

しました。ポルトガル語やスペイン語については、相談件数が多いものの、も

ともと市内に住んでいて電話を持っている人が多く、電話相談の利用が多いの

で対象にはしませんでした。 

■導入後の工夫点及びセキュリティ対策 

・ Messenger からの相談は、ほかの相談員にも共有し、共に回答案を練ること

で相談者に誤った情報を伝えないよう留意しています。そのほかにも、即時対

応が求められる場合は、必要に応じて Messenger の通話機能に切り替えて相

談することもしています。 

・ セキュリティ面での工夫としては、UTM システム（複数の異なるセキュリ

ティ機能を一つのハードウェアに統合し、集中的にネットワークを管理するシ

ステム）に加え、更にセキュリティソフトを導入しています。 

■成果 

・ オンライン相談導入後、ベトナム語相談は、全体の７～８割をオンライン相

談で受け付けており、フィリピノ語相談は、全体の２～３割をオンライン相談

で受け付けています。 
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■オンライン対面相談のメリット・デメリット 

メリット デメリット 

〇 距離的な制約がないため、相談

したいと思った日に相談できる。 

〇 画面を通じてお互いに顔を合わ

せて話をすることで、相談者と信

頼関係を築くことができる。 

〇 周囲の様子を画面で見せること

で、相談員以外に話を聞いている

人がいないことが伝わり、相談者

の方も安心できる。 

〇 電話とは違い、映像を送ること

が可能。 

〇 相談者に対して ZOOM 等の利用

説明をするのが難しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


